
別記
第１号様式（第２条関係）
	固定資産税
	不均一課税
課税免除
	申請書


年　　　月　　　日
柏崎市長　様
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名

	新潟県柏崎市企業振興条例
	第３条に規定する固定資産税の不均一課税
第４条に規定する固定資産税の課税免除
第５条に規定する固定資産税の課税免除
	を受けたいので、同条例


施行規則第２条の規定により申請します。

記

	適用規定
	企業振興条例　第３条（原発特措法に基づく固定資産税の不均一課税）
企業振興条例　第４条（過疎法に基づく固定資産税の課税免除）
企業振興条例　第５条（未来法に基づく固定資産税の課税免除）

	業種
	製造業
	道路貨物
運送業
	こん包業
	卸売業
	農林水産物等
販売業
	旅館業
	情報サービス業等
	その他
（　　　　）

	取扱品目
	
	新（増）設に係る
増加常用雇用者数
	人
※道路貨物運送業、こん包業、卸売業の場合に記入

	取得価額の
合計額
	円
	資本金
	円
※第４条に規定する固定資産税の課税免除の場合に記入

	取得年又は
事業年度
	年　(１月１日から１２月３１日まで）

	土地
	所在・地番
	取得年月日
	取得価額（円）
	建物の建設
着手年月日

	
	柏崎市
	
	
	
	
	
	
	

	
	柏崎市
	
	
	
	
	
	
	

	
	柏崎市
	
	
	
	
	
	
	

	
	柏崎市
	
	
	
	
	
	
	

	家屋
	所在（家屋番号）
	用途
	耐用年数
	取得年月日
	取得価額（円）
	事業の用に
供した年月日

	
	柏崎市　　　　　　　　　　　　　（　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	柏崎市　　　　　　　　　　　　　（　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	柏崎市　　　　　　　　　　　　　（　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	柏崎市　　　　　　　　　　　　　（　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	償却
資産
	設備の種類
	合計数量
	合計取得価額（円）

	
	①構築物
	
	

	
	②機械及び装置
	
	

	
	③船舶、④航空機、⑤車両及び運搬具、⑥工具、器具及び備品
	
	




減価償却資産の明細

	申請番号
	減価償却資産
	取得の方法
	取得年月日
	減価償却
開始年月日
	取得価額（円）
	耐用
年数（年）
	特別
償却
の
有無
	備考

	
	種類
	名称
	数量
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



１　記入に当たっては、固定資産税償却資産申告書の内容と一致させるとともに、種類については、次の資産区分に掲げる番号を記入して
ください。
①構築物　②機械及び装置　③船舶　④航空機　⑤車両及び運搬具　⑥工具、器具及び備品
　
２　取得の方法は、「新設」又は「取替・更新」のいずれかを記入してください。
３　申請に当たっては、固定資産の区分に応じ、次に掲げる添付書類を提出してください。ただし、２年度目以降の不均一課税又は課税免除に係る申請の場合は、固定資産税不均一課税・課税免除決定通知書（写し）及び【共通】に掲げる添付書類のみを提出してください。
【共通】
法人登記事項証明書、定款、その他市長が必要と認める書類
【土地】
土地売買契約書（写し）、土地登記事項証明書（写し）、事業所全体の平面見取図
【家屋】
建築工事請負契約書（写し）、家屋登記事項証明書（写し）、建物配置図、建物平面図
【償却資産】
固定資産税償却資産申告書（写し）、仕様書又はカタログ等（写し）、配置図

４　新潟県柏崎市企業振興条例第５条に規定する固定資産税の課税免除を申請する場合は、上記３に掲げる添付資料と合わせて、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律(平成19年法律第40号)第14条第2項に規定する承認地域経済牽引事業計画及び承認通知書の写し並びに同法第24条に規定する承認地域経済牽引事業計画と認められるものとして主務大臣が交付した確認書の写しを提出してください。
   　なお、２年目以降の課税免除に係わる申請の場合は、上記３のただし書きのとおりとする。
